
１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

（注）１　人件費には職員給与のほか、議員などの特別職の報酬や社会保険料の事業主負担分である共済費を含みます。

      ２　普通会計とは、一般会計から国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療に係る人件費を除くなどの調整をした統計上の会計です。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　給与費とは基本給としての給料のほかに扶養手当、通勤手当、期末勤勉手当などの職員手当を合わせたものをいいます。

      ３　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数です。

(3)特記事項

給与抑制措置

・５５歳昇給抑制

(4)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数
　　　　　　です。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの

　　　　　　です。

　　　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

福生市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

（24年3月31日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

3,807,365 17.5

22年度の人件費率

23年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

17.7

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

56,919 21,730,132 619,220

千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

6,458

給与費 B/A 一人当たり給与費

23年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

363 1,396,391 388,390 559,618 2,344,399 6,045

(H19)

103.4

(H19)
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97.9
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109.6
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２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月1日現在）

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技能労務職

（注）１　「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　　　　　３　　技能労務職の民間データは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」（※賃金センサス）の職種別の数値を
　　　　   　３ヶ年平均（平成21年度から平成23年度までの各年度の労働者数で加重平均）したもの　です。
　　　　　４　　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員において
　　　　　　は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
　　　　　５　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改定特例措置法による
　　　　　　措置がないとした場合の値（減額前）です。
（※賃金センサス）
　　　　　　賃金センサスとは、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を明らかにすることを目的に厚生労働省が
　　　　実施する調査です。
　　　　　　技能労務職の給与については、総務省通知に基づき、総務省が提供する賃金センサスに基づく民間類似職種の賃金と
　　　　比較しておりますが、賃金センサスにおいては、公務類似でない産業のデータを含んでいることや日々雇用者等のデータも
　　　　含んでいる等の違いがあり、単純に比較することは適切ではありませんが、民間の給与水準として参考に記載しています。

６級

334,900

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

367,700 409,400 426,800 450,700

200,000 223,500 256,900 285,900

467,000

１号給の給料月額 138,300

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

最高号給の給料月額 336,000

（国ベース）

福生市 42.3 330,100 427,652 406,185

東京都 42.3 328,251 460,587 409,876

国 42.8 歳
304,944

―
372,906

(329,917) (401,789)

類似団体 43.2 327,748 391,486 362,999

区　　分

公　務　員 民　　　間 参考

平均
年齢

職員数
平均給料

月額
平均給与
月額（Ａ）

平均給与
月額

（国ベース）

対応する
民間の

類似職種

平均
年齢

平均給与
月額（Ｂ）

（Ａ）／（Ｂ）

福生市 49.8歳 24人 341,400円 431,029円 419,242円 ― ― ― ―

うち学校給食員 48.9歳 11人 341,736円 430,049円 424,863円 調理師 40.3歳 285,600円 1.51

東京都 47.3歳 1,681人 301,846円 412,232円 376,425円 ― ― ― ―

国 49.7歳 3,479人
（285,030）
270,465円

―
（323,181）
307,506円

― ― ― ―

類似団体 49.0歳 39人 314,792円 350,255円 335,630円 ― ― ― ―

区　　分

参　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） （Ｃ）／（Ｄ）

福生市 ― ― ―

うち学校給食員 6,036,190円 3,762,300円 1.60
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(2)職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　対象者が少ない場合は近似値を記載しています。

４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

（注）１　福生市の一般職の職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表（一）の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

区　　　　　分 福　生　市 東　京　都 国

一般行政職
大　学　卒 181,200 円 181,200 円

総合職　172,557（181,200）

一般職　163,987（172,200）

高　校　卒 142,700 142,700 133,418（140,100）

技能労務職 高　校　卒 137,200 137,200 130,656（137,200）

区　　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職
大　学　卒 272,922 315,240 362,764

高　校　卒 234,175 280,240 321,260

技能労務職 高　校　卒 － － 316,275

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

６　　級 部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

11 3.6

５　　級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

37 12.2

４　　級 課長補佐
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

42 13.8

３　　級 係長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

50 16.4

２　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

79 26.0

１　　級 主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

85 28.0
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（注）平成19年4月1日に8級制から7級制に変更（旧給料表の1級及び2級を統合し新たな1級を設置）し、平成21年4月1日

　　に7級制から6級制に変更（旧給料表の1級及び2級を統合し新たな1級を設置）しています。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

１　勤務成績の評定の実施状況

２　昇給への勤務成績の反映状況

　職員の一人ひとりの職務遂行能力、仕事の成果、仕事に対する取組状況等を把握し、一定の基準と手続きに基づ
き人事考課制度を実施しています。
　目標設定及び取組状況については、個人職務目標申告書をもとに、幹部職員が面接指導を行い職員の育成に役立
てています。
　評価結果については、職員の任用・給与制度、配置管理、人材育成等に積極的に活用していきます。

　全職員に対し、業績・能力・意欲評価の結果に基づき昇給区分（３号昇給～６号昇給（前年度末55 歳以上の職員
については（昇給なし～３号昇給））を決定しています。
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４　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（23年度）

千円　 千円　

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（1.45） 月分 （0.65） 月分 （1.45） 月分 （0.65） 月分 （1.45） 月分 （0.65） 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

　・職務段階別役職加算　３％～20％ 　・職務段階別加算　３％～20％ 　・役職加算　５％～20％

　・管理職加算　15％～25％ 　・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2)退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

最高限度額 月分 月分 月分 月分 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円 千円

その他の加算措置

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当（２４年４月１日現在）

支給実績（23年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 千円

％ 人 ％

(4)特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

な　し

(5)時間外勤務手当

支給実績（23年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 千円

支給実績（22年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 千円

（注）　休日給を含みます。

福　　　　　生　　　　　市 東　　　　　京　　　　　都 国

１人当たり平均支給額（23年度）
－

1,542 1,635

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60 1.35

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

福生市 東京都 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

24.25 33.50 24.25 33.50 23.50 30.55

32.50 43.50 32.50 43.50 33.50 41.34

49.75 59.20 49.75 59.20 47.50 59.28

59.20 59.20 50.00 59.20 59.28 59.28

891 25,303 2,586 25,246 －

定年前早期退職特例措置（２％～２０％）

220,923

608,303

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

全地域 15.0 399 15.0

53,156

168

60,013

191
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(6)その他の手当（２４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

万円

万円

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

      勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度内容
支給実績

支給職員１人当たり
平均支給年額

（23年度決算） （23年度決算）

扶養手当

①配偶者　　　　　　　　　　・・・・１３，５００円
②配偶者以外２人目まで・・・・　６，０００円
③その他　　　　　　　　　　・・・・　６，０００円
④１６～２２歳の子の加算・・・・　４，０００円

異なる

①１３，０００円
②　６，５００円
③　６，５００円
④　５，０００円

34,368 232,216

住居手当
・世帯主、これに準じる者・・・・　８，５００円
・その他の者　　　　　　　　・・・・　なし

異なる
賃貸住宅（限度額）
 　２７，０００円

23,163 103,406

通勤手当
①交通機関・・・６ヶ月定期額（限度額なし）
②交通用具・・・通勤距離に応じて支給

異なる
①６ヶ月定期額（限度額５５，０００円）
②通勤距離に応じて支給 16,190 68,312

管理職手当
①部長級職・・・給料額×１８％
②課長級職・・・給料額×１５％

異なる
給料表、職務の級、区分ごと
に定められた額

39,380 856,087

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 858,000 1,000,000 447,500

副 市 長 737,000 816,000 497,000

報
酬

議 長 527,000 698,000 335,000

副 議 長 471,000 620,000 275,000

議 員 447,000 560,000 255,000

議 長 　　（23年度支給割合）

副 議 長 4.15

議 員

退
職
手
当

市 長 退職日の給料月額×在職年数×１００分の４００ 1372.8

期
末
手
当

市 長 　　（23年度支給割合）

副 市 長 3.95

任期ごと

副 市 長 退職日の給料月額×在職年数×１００分の３００ 884.4 任期ごと

備　　　　考
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６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。また、教育長及び公益法人への派遣を含み、再任用短時間勤務

　　　　職員は除きます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　　　　　区　分
部　門

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
平成23年 平成24年

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

一
般
行
政
部
門

議会 7 6 ▲ 1

税務 23 23 0

事務の効率化に伴う減

総務 107 112 5
住民情報及び福祉系システムの更新終了による減、当直職員退職に伴
う減、国体、プレ大会等に伴う業務量増への対応、学校給食調理員から
当直職員への職種替えに伴う増　等

民生 60 60 0

衛生 26 27 1
権限委譲及び自動車交通騒音対策等新規事業の実施等、業務量増へ
の対応に伴う増

農林水産 3 3 0

商工 7 7 0

土木 29 29 0

計 262 267 5
46.9

54.46

教育部門 79 77 ▲ 2
学校給食調理員退職に伴う減、学校給食調理員の当直職員への職種替
えに伴う減　等

小　計 341 344 3
60.4

73.53

公
営
企
業
等

会
計
部
門

下水道 6 6 0

その他 25 25 0

小　計 31 31 0

合　　計
372 375 3

[   476   ］ [   476   ］ [     0    ］ 65.9
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(2)年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）

　

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～～～～～～～～～～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

33 77 10 15 42 38 27 39 37553 25 25

0

5

10

15

20

25

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

構成比

５年前の構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成２２年４月１日～平成２７年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）福生市行政改革大綱（第５次）における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、２２年～２７年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの

  　　　職員増減数の累計を示しています。                                              

平成22年4月1日 平成27年4月1日 純減数 純減率

職員数 職員数

２６年

381 370 ▲ 11 ▲ 2.9

計画期間
数値目標

始　期 終　期

５年目 計

平 成 23 年 4 月 1 日 平成27年3月31日 370人以内

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

２２年 ２３年 ２４年 ２５年

―

２７年 ２２年～２７年 （参考）

計画始期 １年目 ２年目 ３年目 ４年目

5 （  ―  ％）

数値目標

一般行政
職員数 262 262 267

―

増 減 0 5 0 0 0

▲ 6 （  ―  ％）
教　育

職員数 83 79 77

―

増 減 ▲ 4 ▲ 2 0 0 0

（  ―  ％）
消　防

職員数

―

増 減

0 0

公営企業 職員数 31 31 31

等 会 計 増 減 0 0 0 0

0 ▲ 1

（  ―  ％）

計
職員数 376 372 375

（  16.7 ％） ▲6

― 370人以内

増 減 ▲ 4 3 0 0
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